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再生可能エネルギーの

接続に向けた取組と課題

2022年6月27日
北海道電力ネットワーク株式会社



1
風力・太陽光発電導入量の推移

➢ 風力発電は、電力品質に与える影響を確認しながら段階的に連系量を拡大し、現在の導
入量は約53万kWとなっています。

➢ 太陽光発電は当初、緩やかに導入量が増加していきましたが、再生可能エネルギーの固定
価格買取制度の開始（2012年7月）により、大規模太陽光発電を中心に導入量が急
速に拡大しております。



2
風力・太陽光発電の導入状況



3
系統容量面による連系制約（熱容量制約）

➢ 当社は需要に見合った規模の設備形成をしていますが、多数の発電設備が連系すると、
設備の運用容量を超過する可能性があります。

➢ そのため、設備ごとに運用容量から想定潮流（接続済＋接続契約申込済）を差し引い
たものを空容量としています。

➢ なお、容量確保は、公平性・透明性の観点から、すべての発電設備において、接続契約
申込みの受付順に容量を確保する「先着優先ルール」となっています。

（出典：資源エネルギー庁ホームページ）



4
電源接続案件募集プロセスからノンファーム型接続への移行

➢ 現状、北海道は、道央エリア（下図黒線部）を除いて基幹系統の空容量がない状況です。

➢ 系統の増強には多額の工事費が必要となることから、 2019年10月4日、電力広域的運
営推進機関により、工事費を共同負担する「電源接続案件募集プロセス」が北海道の道
東・道南・苫小牧エリアにおいて開始されました。

➢ その後、国の審議会において増強工事
内容等について議論されましたが、基幹
系統へノンファーム型接続が適用されるこ
とになったことから、2021年1月13日、
電力広域的運営推進機関から電源接
続案件募集プロセスの中止が公表される
とともに、同日から全国一斉に空容量の
ない基幹系統におけるノンファーム型接
続の受付を開始しました。

黒： 空容量があり、平常時出力制御が発生する
可能性が当面低い系統

青： 空容量がなく、平常時出力制御が発生する
可能性のある系統

赤： 地域間連系線

弊社基幹系統の空容量マップ
http://www.hepco.co.jp/network/

con_service/public_document
/bid_info.html

http://www.hepco.co.jp/network/con_service/public_document/bid_info.html


5ファーム型接続とノンファーム型接続（2021.1～）

➢ 系統に接続している電源は、需要や気象状況（日照・風況）に合わせて稼働するため、常に送変
電設備の容量を使いきっているわけではありません。

➢ 送電線などの送変電設備の空いている容量を活用し、新しい電源をつなぐ方法をノンファーム型接続
といいます。

➢ ノンファーム型接続では、送変電設備の空いている容量を活用することから、送変電設備の事故や故
障などがない平常時であっても、空いている容量に合わせて、出力制御を行います。

➢ 平常時に発電するために必要な容量が確保されている（Firm：ファーム）従来の接続方式をファー
ム型接続と呼んでいます。一方、必要な容量が確保されていない（non-firm：ノンファーム）接続
方式をノンファーム型接続と呼んでいます。
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脱炭素（混雑管理システム等の導入）

➢ 再エネ導入拡大による空き容量不足の顕在化に伴い、既存設備の有効利用により早期
連系を実現するため、日本版コネクト＆マネージの取り組みを進めています。

➢ 今後は、国での議論を踏まえて運転費用の安い再エネ電源を優先的に発電させる再給電
方式の導入や、各対策の実現に要するシステム開発等を進めていきます。

第37回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会
新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策
小委員会 系統ワーキンググループ 2022.3.30 より



7
日本版コネクト＆マネージ

熱容量制約の対策として、「日本版コネクト＆マネージ」と呼ばれる以下の取り組みを

進めています。

①想定潮流の合理化 ②Ｎ－１電制 ③ノンファーム型接続

（出典：電力広域的運営推進機関ホームページ）

「想定潮流の合理化（イメージ図）」
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Ｎ－１電制について

➢ 多くの設備は2回線以上で構成されており、設備のうち1回線が故障することをN-1故障といいます。

➢ 従来、2回線の送電線のうち1回線は故障時の予備として確保していたため、１回線分の空容量が
なくなった段階で空容量なしと判断していました。

➢ 故障時の予備も空容量として開放したうえで、故障発生時に発電設備を遮断する運用方法を「N-1
電制」といい、2023年4月から全国的な本格適用を予定しています。

（出典：電力広域的運営推進機関ホームページ）



9
再エネ拡大の取り組み

再エネの導入拡大に向け、再給電、ノンファーム型接続の適用、ダイナミックレーティングの導入
による設備の有効利用やローカル系統増強、さらに新々北本や系統蓄電池等のプロジェクトを
進めていきます。



10ローカル系統の増強

➢ ローカル系統において、費用便益評価（B/C）に基づき、プッシュ型での系統増強を実施して
いきます。

第37回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会
新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策
小委員会 系統ワーキンググループ 2022.3.30 より
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マスタープランに係る検討状況

➢ 再エネ主力電源化に向けて、系統制約を克服する取組みが重要。

➢ 再エネポテンシャルへの対応、電力融通の円滑化によるレジリエンス向上に向けて、全
国大での広域連系系統の形成を計画的に進めるため、マスタープランの中間整理を
2021年５月にとりまとめた。新たなエネルギーミックス等をベースに、2022年度中を目途
に完成を目指しています。
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電源接続案件一括検討プロセスについて

➢ 現在、当社弟子屈エリアにおいて、従来の電源接続案件募集プロセスに代わる電源接続案
件一括検討プロセスを行っています。

➢ 本プロセスでは、弟子屈変電所配電用変圧器の増強工事を共同負担の対象として、今後
募集を行う予定です。

※当社ＨＰ公表内容抜粋
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系統蓄電池の導入

➢ 天候による出力変動の大きい太陽光や風力発電の導入拡大のため、水力・火力に代わる
調整力として系統蓄電池の実証試験を実施してきました。

➢ 再エネ導入量にあわせて計画的に系統蓄電池の設置を進めていきます。また、事業用蓄電
池（発電事業）の新規連系に向けた対応を進めていきます。

第37回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会
新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策
小委員会 系統ワーキンググループ 2022.3.30 より
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水素製造装置の概要

➢ 北海道電力㈱は、北海道苫小牧市に、水を電気分解することで水素を製造する1MW級の水素製
造装置を導入することを決定しました。

➢ 水電解による水素製造装置は、再生可能エネルギーの余剰電力や出力変動を吸収し、再生可能エ
ネルギーの更なる導入拡大を図ることができる設備です。

➢ 水素の製造・利活用は、様々な用途が見込める脱炭素のキーテクノロジーであり、火力発電への利用
により電源の脱炭素化を進めることができるほか、各種産業部門への導入が期待されます。

北海道電力㈱プレスリリース（2022.4.28） より
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京極発電所 北海道電力㈱ホームページより
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電気ご使用面の取り組み

➢ 高効率な電化機器の採用促進や電気自動車（EV)の普及拡大など、電気の利便性・快適性を生
かした暮らしを提案していきます。

➢ 北海道の地域特性を生かした農業電化や企業誘致にも積極的に取り組んでいきます。

■民生部門
省エネ性能が高く、高効率なヒートポンプ機器・システムの
採用促進

【電化促進】 【企業誘致】

■産業部門
北海道の地域特性を活かした農業電化を推進

■運輸部門
脱炭素化や地域防災などに資するＥＶ（電気自動車）の
普及促進

真冬の災害時を想定した ⇒⇒
避難・炊き出し演習を実施 ⇒⇒

企業誘致を検討している工業団地等の経済的な受電
地点の選定・工期等、立地条件の目安となる送電線
や配電線の施設状況を提示し、誘致活動を支援してい
ます。

IHクッキング
ヒーター

エコキュート

暖房給湯厨房

あったかエアコン、
ヒートポンプ暖房
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以下、参考資料



18（参考）潮流調整システム

➢ 「潮流調整システム」は、設備容量が不足している系統への発電設備の接続において、
系統増強以外の代替策として、空容量がゼロとなる時間帯以外の空容量を活用するた
めのシステム

➢ 送電線の潮流が設備容量を超過する時には発電設備へ停止信号を送信し、潮流が
設備容量以内の時は運転信号を送信する。



19（参考）ダイナミックレーティング

➢ 「ダイナミックレーティング」とは、外気温や風速等の送電線容量に影響する情報をセンサーに
より測定し、これをもとにリアルタイムでの送電線容量を算出する装置です。

➢一定の気象条件で求めた送電線容量に比べて、年間を通してみると運用容量の拡大が期
待できます。



20（参考）当社空き容量マップ

当社ＨＰにて、系統の空き容量の目安
を示した系統空容量マップを公表しており
ますので、発電設備連系をご計画の際に、
是非ご活用ください。

基幹系統 ローカル系統


